
日本の少子高齢化の原因とその影響について説明し、この問題の解決策について論

じなさい。 





 

（社説）南西シフトと米軍 なし崩し一体化を懸念 

朝日新聞 2024年05月23日 

 

 台湾に近い沖縄県・先島諸島の与那国・石垣両島を、エマニュエル駐日米大使が

訪問した。 

[...] 

 「台湾有事」を念頭に、南西シフトを強める自衛隊と米軍の結束をアピールし、

中国を牽制（けんせい）する狙いは明らかだ。地域住民の不安や懸念を置き去りに

、日米両政府がなし崩しに一体化を推し進めることは許されない。 

 米大使の与那国島公式訪問は初めてだ。晴れた日には台湾が見える最西端の地に

立った大使は、自衛隊の南西シフトは「米国の戦略と相互補完するもの」と述べ、

日米の連携強化が戦争を防ぐ抑止力の強化につながると強調した。 

 [...] 

 米軍が民間の与那国空港を使ったのは、沖縄の日本復帰以降、国や県が把握する

限り初めてだという。県は緊急時以外は米軍の民間空港使用は自粛すべきだとの立

場をとっており、玉城デニー知事は「再三の要請」を無視した与那国空港の利用を

「大変遺憾」とコメントした。 

 米軍は、中国のミサイル能力の向上を踏まえ、離島などに部隊を「分散」させて

行動する新戦略をとっている。航空戦力の分散には、自衛隊の基地に加え、民間空

港の利用も視野に入れる。米軍機による大使の来訪は、その地ならしではないの 

か。 

 政府は、自衛隊や海上保安庁が平時から、民間の空港や港湾を円滑に利用できる

ようにする「特定利用空港・港湾」の整備を始めた。 

 米軍機が今回使用した与那国空港や新石垣空港も候補地だったが、両空港を管理

する県が、運用に不明な点が残されているといい、第１弾としての指定は見送られ

た。 

 日米地位協定に基づいて国内の空港や港湾を使える米軍が、機能を強化された公

共インフラに目をつけないはずはないのに、政府の説明は「米軍が本枠組みに参加



 

することはない」という、あいまいな表現にとどまっている。これでは沖縄に限ら

ず、指定への理解は深まるまい。 

 石垣島では今年３月、米海軍のイージス艦が、県の自粛要請を無視する形で石垣

港に入り、港湾労働組合がストライキを行う事態に発展した。今回の大使訪問にあ

たっても、住民らが横断幕などを掲げて抗議する場面があった。 

 抑止が破綻（はたん）し、島が標的になることへの懸念は根強い。地元住民の理

解がなければ、同盟強化の足元は危うい。 


